
本市を取り巻く現状と
行政改革の必要性

上尾市 行政経営部 行政経営課

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

資料１
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東京50km圏の人口増加自治体（2015-18）

資料：総務省「住民基本台帳」
各年１月１日現在

日本全体では、平成１０
年度頃から人口減少時代
が到来している中で、
左記の図で示されたよう
に上尾市の人口は微増で
はありますが、増加して
います。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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単位：人

上尾市の総人口は増えているものの、生産年齢人口と年少人口は
減少し、老年人口は右肩上がりに増加している。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

上尾市の年齢３区分別人口
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■上尾市の財政状況

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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予算総額、市税予算の推移

※一般会計とは、福祉や教育、消防など市民に広く行われる事業における歳入・歳出の会計のこと。
また、市税とは、個人市民税、法人市民税、固定資産税（都市計画税含む）、軽自動車税、市たばこ
税などのこと。

一般会計ベース

予算総額651億円（前年度比＋14.3億円[＋2.2％]）

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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～歳入・歳出の構成～

平成３１年度予算のポイント

歳入の構成 歳出の構成

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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※扶助費とは、社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障害者
・生活困窮者などに対して市が行う支援に要する経費のこと。



扶助費の推移

※扶助費とは、社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して市が
行う支援に要する経費のこと。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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単位：億円 扶助費決算額の推移

社会保障関係費（高齢者福祉費・障害者福祉
費・児童福祉費等）の増加により１０年前と
比較しておよそ９１億円増加
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普通建設事業費の推移

※普通建設事業費とは、投資的経費のうち，災害復旧事業，失業対策事業を除いたものをいう。
いわゆる箱物。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

２０年間の推移をみると、減少傾向

単位：億円
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職員数の推移

職員数の適正化により
ピーク時と比較して▲３２２人

※職員数とは、消防職、保育職等を含めたすべての職員数のことであり、一般非常勤職員は含ま
ない。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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職員人件費の推移

※人件費とは、市長、副市長、教育長、その他市職員（一般非常勤職員含む）等に支給する給料、
諸手当及び共済組合負担金(いわゆる社会保険料等)などの合計額のこと。

職員数や給与の適正化により
１０年前と比較して▲２０億円

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

単位：億円
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※臨時財政対策債 ：国が地方交付税を配る余裕がないため市が一時的に肩代わりしている借金

単位：億円
単位：万円

地方債残高の推移

近年では「地方債残高の総額」及び「市民一人あたりの地方債残高」は、徐々に減少している。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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市民１人当たりの地方債残高の他市比較

※地方債とは、道路，下水道，学校，保育所、学校などインフラや公共施設の改良，新設等を行う際、
金融機関等から借り入れるもの。地方財政法により、原則、人件費等には充てることができない。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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資料：上尾市「上尾市地域創生長期ビジョン上尾市地域創生総合戦略」2015年

現状の状況が続いた場合、上尾市の人口は令和２６年に平成２６年時と比べおよそ４万人減少する見込み
であるが、６５歳以上の老年人口だけを見ると１万２千人ほど増加する。

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

上尾市人口の長期的見通し
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このまま何もしない場合、令和２２年の財政状況は……

２４億４千万円不足
（市民一人当たり約１万円不足）

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

人口予測に基づく税収と社会保障関係経費の推移（試算）

R22予測 R22予測
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上尾市のウィークポイント

子育て世代の転出超過

ウィークポイントの克服は
上尾市の存続のために不可欠！

◆人口減少緩和の手段

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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人

               図表1 女性の各5年間の推計純移動数          （単位:人） 

女性 H26→H31 H31→H36 H36→H41 H41→H46 H46→H51 H51→H56 
期首年齢 期末年齢 1,011 910 652 334 198 159 
0～4歳 5～9歳 ▲59 ▲81 ▲92 ▲100 ▲106 ▲111 
5～9歳 10～14歳 12 11 11 9 8 8 

10～14歳 15～19歳 70 59 48 42 36 31 
15～19歳 20～24歳 425 410 373 338 318 285 
20～24歳 25～29歳 180 195 187 169 152 143 
25～29歳 30～34歳 ▲77 ▲92 ▲116 ▲122 ▲120 ▲116 
30～34歳 35～39歳 ▲215 ▲224 ▲252 ▲303 ▲313 ▲300 
35～39歳 40～44歳 43 29 20 15 12 8 
40～44歳 45～49歳 ▲15 ▲30 ▲34 ▲37 ▲44 ▲56 
45～49歳 50～54歳 79 94 73 62 54 52 
50～54歳 55～59歳 5 7 7 6 7 8 
55～59歳 60～64歳 ▲5 ▲5 ▲8 ▲9 ▲8 ▲3 
60～64歳 65～69歳 42 33 35 42 49 38 
65～69歳 70～74歳 91 77 60 63 77 91 
70～74歳 75～79歳 131 124 104 82 87 104 
75～79歳 80～84歳 144 184 172 144 113 121 
80～84歳 85～89歳 123 146 178 160 132 104 
85歳～ 90歳～ 37 ▲27 ▲114 ▲227 ▲256 ▲248 

 

上尾市のウィークポイント
～子育て世代の転出超過（女性）～

女性 H26➡H31 H31 ➡ R6 R6 ➡R11 R11 ➡R16 R16 ➡R21 R21 ➡R26

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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人

               図表1 男性の各5年間の推計純移動数          （単位:人） 

男性 H26→H31 H31→H36 H36→H41 H41→H46 H46→H51 H51→H56 
期首年齢 期末年齢 583 504 447 392 354 283 
0～4歳 5～9歳 30 29 26 25 23 22 
5～9歳 10～14歳 ▲39 ▲48 ▲55 ▲58 ▲59 ▲ 61 

10～14歳 15～19歳 41 30 21 15 9 6 
15～19歳 20～24歳 224 225 204 186 176 158 
20～24歳 25～29歳 274 279 280 253 231 217 
25～29歳 30～34歳 8 7 7 6 6 5 
30～34歳 35～39歳 ▲79 ▲88 ▲101 ▲118 ▲130 ▲ 126 
35～39歳 40～44歳 33 26 22 18 16 15 
40～44歳 45～49歳 ▲130 ▲117 ▲103 ▲95 ▲99 ▲ 107 
45～49歳 50～54歳 ▲5 ▲4 ▲3 ▲2 ▲2 ▲ 5 
50～54歳 55～59歳 28 35 43 35 30 27 
55～59歳 60～64歳 24 25 31 40 32 29 
60～64歳 65～69歳 41 34 34 42 56 44 
65～69歳 70～74歳 79 66 53 56 67 87 
70～74歳 75～79歳 58 40 26 16 12 15 
75～79歳 80～84歳 ▲29 ▲85 ▲126 ▲140 ▲137 ▲ 169 
80～84歳 85～89歳 ▲10 ▲22 ▲46 ▲64 ▲66 ▲ 62 
85歳～ 90歳～ 35 72 134 177 189 188 

 

上尾市のウィークポイント
～子育て世代の転出超過（男性）～

男性 H26➡H31 H31 ➡ R6 R6 ➡R11 R11 ➡R16 R16 ➡R21 R21 ➡R26

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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（１）納得のコストパフォーマンス  

○ＪＲ高崎線の上尾駅から東京

駅まで最短４３分、新宿駅まで

最短４０分と、大宮だけでなく

都内へのアクセスが抜群。 

○市東部には、ニューシャトルの

原市駅や沼南駅があるほか、Ｊ

Ｒ宇都宮線の東大宮駅もあり、

交通の便が良い。 

○南北に縦断する国道１７号線

や東西をつなぐ国道１６号線

で、郊外へのお出かけも便利。 

○近くを圏央道や関越道、東北道

が通っており、高速道路を使っ

て県外の観光地へのアクセス

も良好。 

○東京駅から同じ時間で通勤できるほかの街と地価を比べると、

本市の地価はお手頃。 

 

 

 

 

 

 

○市内では区画整理なども進んでいるほか、バス路線も充実し

ており、ゆとりある居住空間で上質な暮らしを実現。 

（２）先端教育・充実子育て  

○全小中学校に電子黒板とタブレット端末を設置（電子黒板は

上尾市と戸田市の２市のみ、Wi-Fiの全校整備は県内４０市中、

上尾市を含め８市のみ）。 

○全小中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、小１から外国語

活動の授業を担任とのティーム・ティーチングで実施。 

○英語力４技能測定で中学生の英語力向上を推進（全校実施は

さいたま市・熊谷市に次いで県内で３番目）。 

○ロボットを活用したプログラミング学習を全小学校で実施。 

○教育課程特例校を申請予定(Ｈ３０現在、県内４０市中１０市

が指定されている)。 

○放課後児童クラブ（学童保育）

の待機児童ゼロを継続中。 

○保育施設が毎年新設され、待

機児童解消に向け着実に取組。 

○東京駅から同距離にある自治

体と比べ保育料が安価。 

東京駅から同距離にある自治体との保育料の比較 

 

 

 

○「病児・病後児保育」を市内４か所で実施。 

○子育て世代包括支援センター（あげお版ネウボラ）で、妊活

から子育てまでサポート。 

６年間で 

認可保育所 

認定こども園 

＋10か所 

 

保育施設 

定員 

＋1,135人 

上 尾 駅 （東京駅まで 43分） 135,000 円/㎡

千 葉 駅 （同 42分） 223,000 円/㎡

新 百 合 ヶ 丘 駅 （同 52分） 255,000 円/㎡

調 布 駅 （同 52分） 328,000 円/㎡

同じ通勤・通学時間にある駅別の地価比較

※地価は国土交通省HP「東京圏の沿線別駅周辺住宅地の公示価格例」による（H30.1.1時点）

市町村 上尾市 横浜市磯子区 東京都町田市 埼玉県春日部市 千葉県野田市

０歳 21,700円 25,000円 25,100円 32,900円 26,900円

１歳 21,700円 25,000円 25,100円 32,900円 25,200円

２歳 21,700円 25,000円 25,100円 32,900円 25,200円

３ 年 間 合 計 781,200円 900,000円 903,600円 1,184,400円 927,600円

年 平 均 260,400円 300,000円 301,200円 394,800円 309,200円
※試算条件：３人家族(夫・妻・子<０歳>)

　　　　　　市民税所得割課税額10万円(世帯収入約400万円)

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

定住促進ＰＲ情報
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第８次上尾市行政改革大綱

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

＜基本方針＞

（１） （２） （３）
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行政改革実施計画

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会

〇推進期間
行政改革大綱と同様に平成２８年度から令和３年度までの５年間を推進期間とする。

〇個別実施計画
行政改革推進のために実施する全２５項目の取組内容を定めたもの。

「補助金等の見直し」は、基本方針
の（２）歳出全般の効率化①事務事
業の統廃合に分類されている。
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◆第１次（昭和50年度）
・使用料・手数料等の見直し、保育料・道路占用料の引上げ、歳出削減

◆第２次（昭和56年度、59年度）
・定員・職制の合理化、給与水準のあり方の検討、使用料・手数料及び補助金の見直し

◆第３次（昭和60～62年度）
・組織・機構の簡素合理化、定員管理の適正化、給与の適正化、
民間委託･ＯＡ化等事務改善の推進

◆第４次（平成8～12年度）
・定員管理及び給与の適正化、受益者負担（使用料・手数料）の適正・公正な運用、
補助金行政の見直し、積極的な民間委託の活用

◆第５次（平成13～17年度）
・定員管理及び給与の適正化、使用料･手数料･借上料等の見直し、補助金等の整理合理化、
市営キャンプ場･市民保養所の見直し、積極的な民間委託の活用

◆第６次（平成18～22年度）
・定員管理及び給与の適正化等、使用料･手数料･借上料等の全庁的な見直し、
補助金等の整理合理化、市民保養所の運営見直し、指定管理者制度の活用

◆第７次（平成23～27年度）
・定員管理及び給与の適正化等、特別会計･第三セクター等の経営改善、
小動物ｺｰﾅｰ･平方幼稚園のあり方の検討、指定管理者制度の活用

これまでの行政改革の主な取組

◆第８次（平成28～令和2年度）
・事業主体の多様化（市民･ＮＰＯとの協働、民間委託の推進ほか）、
歳出全般の効率化（事務事業の統廃合ほか）、財源確保の強化（受益者負担の適正化ほか）

令和元年１２月５日 平成３１年度第２回上尾市行政改革推進委員会
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